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（参考資料１）雇用及び職業における均等待遇の一般的枠組を設定するＥＵ指令（2000／78／EC）（抄） 

 

前文（略） 

 

第1部 総則 

第1条（目的） 

本指令の目的は、宗教若しくは信条、障害、年齢又は性的志向に関わりなく全ての者に、雇用及び

職業（昇進、職業訓練、雇用条件及び特定の組織の成員権を含む）へのアクセスに関する均等待遇の

原則が加盟国において効力を有するようにすることである。この原則は以下「均等待遇の原則」と称

する。 

 

第2条（差別の概念） 

1 本指令の目的にとって、均等待遇の原則は、第1条にいういかなる根拠によるものであれ、人々の

問に直接又は間接のいかなる差別も存在しないことを意味するものとする。 

2 第1項の意味において、 

 a）直接差別は、第1条にいういかなる根拠によるものであれ、ある者が他の者よりも不利に扱われ

るか、取り扱われてきたか又は取り扱われるであろう場合に発生したと見なされるものとする。 

 b）間接差別は、外見上は中立的な規定、基準または慣行が、第1条にいういかなる根拠が適用され

る者又は人々に不利に影響することがありがちである場合であって、当該規定、基準または慣行

が合法的な目的により客観的に正当化されかつそれを達成する手段が適当かつ必要であるのでな

い限り、発生したものと見なされるものとする。 

3 第1条にいういかなる差別的根拠又は領域に関連して、脅迫的、敵対的、冒涜的、屈辱的又は攻撃

的な環境を作り出す目的又は効果を有するような人への嫌がらせ（ハラスメント）は、第1条の意味

における差別と見なされるものとする。但し、ハラスメントの概念は国内法と慣行に従って定義す

ることが出来る。 

4 第1条にいういかなる根拠に基づく差別のそそのかしも第1項の意味における差別と見なされる。 

5 本指令は、民主社会において、公共の安全、公共の秩序の維持、犯罪の予防、健康の保護及び他

の人々の権利と自由の保護のために必要な国内法に基づく措置を妨げない。 

 

第3条（適用範囲） 

１ 本指令は以下に関し、公共機関も含め、公的私的の両分野の全ての人に適用する。 

 

a）活動の分野又は部門に関わらず、かつ職業的階梯のすべての段階（昇進を含む）において、雇用、
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自営業及び職業へのアクセスの条件（選抜基準及び採用条件を含む） 

b）全ての形態及び全ての水準の職業指導、職業訓練、高等職業訓練及び再訓練（就労体験を含む）

へのアクセス 

c）雇用条件及び労働条件（解雇及び賃金を含む） 

d）労働者組織若しくは使用者組織又はその成員が特定の職業を実行する他のいかなる組織への成員

権及び関与並びにそのような組織によって提供される便宜 

２ 但し、国籍による取り扱いの違いはカバーしない。 

３ 本指令は、社会保障又は社会保護制度を含む国家制度による給付には適用しない。 

４ 加盟国は、年齢と障害に基づく差別に関しては、軍隊には適用しないことが出来る。 

 

第4条（職業的要請） 

１ 第2条第1項及び第2項に関わらず、加盟国は、関係する特定の職業活動の性質またはそれらが遂

行される文脈の理由により、宗教、信条、障害、年齢、性的志向といった特徴が純粋かつ決定的な職

業的要請を構成する場合には、その目的が合法的でかつ要請が相当であることを条件として、それら

の特徴に基づく取り扱いの相違が差別を構成しないと規定することができる。 

2 加盟国は、教会及びその他のその基本理念（ethos）が宗教または信条に立脚している公的または

私的な組織における職業活動の場合にあっては、それら活動の性質またはその活動が遂行される文脈

の理由により、個人の宗教または信条が当該組織の基本理念を考慮すると純粋、合法的かつ正当な職

業的要請を構成する場合には、個人の宗教または信条に基づく取り扱いの相違は差別を構成しないと

いう指令採択時点の現行国内法制を維持することができ、指令採択時点に存在する慣行を将来法制化

することもできる。この取り扱いの相違は、他の理由に基づく差別を正当化するものではない。 

 本指令は、教会及びその基本理念が宗教または信条に立脚している公的または私的組織が、国内憲

法及び法律に従い、それらのために働く個人が当該組織の基本理念への正直さと忠親心をもって行動

するように要求する権利を妨げない。 

 

第5条（障害者のための合理的な便宜） 

 障害者との関係における均等取り扱い原則への服従を確保するため、合理的な便宜が提供されるも

のとする。これは、使用者は、特定の場合に必要であれば、それが使用者に不釣り合いな負担を課す

ことにならない限り、障害者が雇用にアクセスし、参加しもしくは発展することまたは訓練を受ける

ことを可能にする適当な措置を執るものとすることを意味する。 

 

この負担は、加盟国の障害者政策の枠組みの中で存在する措置によって十分に救済されているならば

不釣り合いではないものとする。 
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第6条（年齢を理由とした取り扱いの相違の正当化） 

1 加盟国は、年齢に基づく取り扱いの相違が、国内法の文脈において、合法的な雇用政策、労働市

場及び職業訓練目的を含む合法的な目的によって客観的かつ合理的に正当化され、かつその目的を

達成する手段が適切で必要なものである場合には、差別を構成しないものとすることができる。そ

のような取り扱いの相違には次のものが含まれる。 

 a）若年者、高齢労働者及び介護責任を有する者について、その職業的統合を促進しまたはその保

護を確保するために、雇用ならびに職業訓練へのアクセス、雇用及び職業の条件（解雇及び賃金

を含む）に特別の条件を設定すること 

 b）雇用へのアクセスまたは雇用とリンクした特定の便益について、年齢、職業経験または年功の

最低条件を設定すること 

 c）採用について、問題のポストに要求される訓練または退職の前に合理的な雇用期間が必要であ

ることを根拠として、最高年齢を設定すること 

2 加盟国は、職域社会保障制度において、退職給付または障害給付への加入要件または受給資格に

年齢を設定することが、そのことが性を理由として差別する結果とならない限り、年齢を理由とす

る差別を構成しないと規定することができる。これには、労働者、グループまたは労働者カテゴリ

ーによって異なった年齢を設定すること、年金計算において年齢基準を用いる．ことが含まれる。 

 

第7条（ポジティブアクション） 

1 本指令は、加盟国が第1条にいういかなる差別的根拠が適用される人々に関する不利益を防止し又 

は補償するための措置を維持し又は採用する権利を妨げないものとする。 

2 障害者に関しては、均等待遇原則は、加盟国が職場における安全衛生の保護に関する規定を維持 

しまたは採択する権利、または障害者の労働環境への統合を保護し促進するための規定または施設 

を創設しまたは維持することを目的とした措置、を妨げない。 

 

第8条（最低要件） 

1 加盟国は、本指令に規定されたよりも均等待遇原則の保護に有利な規定を導入し又は維持するこ

とができる。 

2 本指令の施行は、本指令によってカバーされる領域において、加盟国によって既に提供されてい

る差別からの、一般的保護水準の低減の十分な根拠を構成することは決してない。 

 

 

第2部 救済と執行 

第9条（権利の防衛） 

1 加盟国は、本指令の下の義務の執行のための司法的又は行政的手続きが、均等待遇原則が適用さ

れないことによりその権利が侵害されたと考える全ての者に、たとえ雇用関係が終了した後であっ
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ても、利用可能であるように確保するものとする。 

2 加盟国は、団体、組織又はその他の法的実体が、本指令の下の義務の執行のために規定されたい

かなる司法的又は行政的手続きをも遂行することを確保するものとする（原告本人の了解の下に原

告のためにする場合を含む）。 

3 前2項は均等待遇原則に関する争訟に出訴期間を限定する国内規定を妨げない 

 

 第10条（挙証責任） 

1 加盟国は、国内の司法制度に従い、均等待遇原則が自らに適用されなかったために権利が侵害さ

れたと考える者が、裁判所又はその他の権限ある機関の前に、直接又は間接の差別があったことが

それによって推定される事実を立証するときに、均等待遇原則のいかなる侵害もなかったことを証

明するべきは被告であることを確保するのに必要な措置をとるものとする。 

2 第1項は、加盟国が原告により有利な証拠法則を導入することを妨げない。 

3 第1項は刑事手続きには適用しない。 

4 これらの規定は、第9条第2項に基づき団体等が関わる法的手続きにも適用される。 

5 ただし、加盟国は、事件の事実を調査するのが裁判所または権限ある機関である場合には挙証責

任を転換する必要はない。 

 

第11条（迫害） 

加盟国は、均等待遇原則への適合を執行することを目的とした苦情又はいかなる法的手続きに対す

る反応としての使用者による解雇又はその他の不利な取り扱いに対して、個人を保護するのに必要な

措置をその国内法制度に導入するものとする。 

 

第12条（広報） 

1 加盟国は、本指令に従って採択された規定に関する十分な情報が職業訓練及び教育機関に提供さ

れ、かつ職場において十分に広報されることを確保するものとする。 

2 加盟国は、本指令に従って執られた全ての国内措置に関して権限ある公的機関が適当な手段によ

り情報提供されることを確保するものとする。 

 

 

第13条（労使対話） 

1 加盟国は、職場慣行の監視、労働協約、行為規範、調査又は経験及び優れた実践事例（good 

practices）の交換を通じて均等待遇原則を助長する観点から労使間の対話を促進する十分な措置を

執るものとする。 

2 加盟国は、その自治を侵害することなく、労使が適当なレベル（企業レベルを含む）で、団体交
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渉範囲に含まれる第3条にいう領域において反差別規則を規定する協約を締結することを奨励する

ものとする。これらの協約は本指令に規定された最低要件を尊重するものとする。 

 

第14条（非政府組織との対話） 

 加盟国は、国内法及び慣行に従い、均等待遇原則の促進の観点から、第1条に規定するいかなる理

由に基づく差別との戦いに貢献することに合法的な利益を有する適当な非政府組織との間の対話を

奨励するものとする。 

 

第3部 特別規定 

第15条 北アイルランド（略） 

 

第4部 雑則（抄） 

第16条（指令への適合） 

 加盟国は次のことを確保する必要な措置を執るものとする。 

 a）均等待遇原則に反するいかなる法律、規則及び行政規定も廃止されるべきこと 

 b）労働協約、個別雇用契約、企業の内部規則又は独立する職業、労働者組織及び使用者組織の規

則に含まれる均等待遇原則に反するいかなる規定も無効であると宣言され、かつ修正されるべき

こと 

 

第17条（制裁） 

 加盟国は、本指令の施行するため制定された国内規定への違反の場合における、制裁のルールを定

めるとともに、その執行を確保するための全ての必要な手段を執るものとする。これらの制裁は効果

的、比例的かつ思いとどまらせるようなものでなければならない。 

 

第18条（施行） 

1 加盟国は、2003年12月2日以内にこれに適合する法律、規則及び行政規定を採択するものとする。 

 特定の状況を考慮に入れ、加盟国は、年齢及び障害差別に係る規定の施行を、2003年12月2日から

さらに3年間延期することが出来る。 

 

以下（第19条～第21条）略 
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（参考資料３） アメリカの年齢差別禁止法について 

（1）概  要 

   民間労働者及び公務員について年齢を理由とする雇用に関する差別を禁じたもので、連邦公務

員以外については当初は40～65歳が保護の対象となっていたが、1978年の改正により保護対象年

齢の上限が70歳に引き上げられ、1986年の改正により、上限が撤廃された。連邦公務員について

は70歳が上限であったが、1978年の改正により上限が廃止されている。 

（2）内  容 

 イ 禁止される差別待遇 

  40歳以上の労働者を、企業規模20人以上の使用者、労働組合及び職業紹介機関は、 

  年齢を理由として以下の差別待遇をしてはならない。 

 ① 年齢を理由とする雇入れ、解雇、賃金、昇進、労働条件等に関する差別 

 ② 年齢に基づく組合員の加入拒否、除名、その他の差別 

 ③ 年齢を理由とする職業紹介の拒否、その他の差別 

 ④ この法律に基づく訴訟、調査等に参加したことを理由とする差別 

 ⑤ この法律で禁止される差別を表示する広告の記事、印刷及び出版 

 ロ 除外される行為 

  ① 真正の職業上の資格に基づく場合 

   年齢が特定の業務の正常な遂行のため合理的に必要とされる真正の職業上の資格である場合

に、高年齢者を解雇し、その雇入れ又は昇進を拒否すること等。 

 〔具体例〕 

  労働省の解釈例規……俳優、マネキン、航空機操縦士 

  判例……バスの運転士、航空機操縦士 

② 年齢以外の合理的理由に基づく場合 

 〔具体例〕 

   高齢者が最も非能率的な場合に、人員整理に当たりこれを解雇対象者として選ぶこと。 

   高齢者について、年齢を理由としてでなく、怠惰を理由として解雇すること。 

③ 真正の労働者福利制度に基づく場合 

 〔具体例〕 

   高齢者に対する福利費が割高で、使用者が高齢者に低い給付を支給することを認めなければ、

高齢者を雇用する意欲が阻害される場合。ただし、年齢を理由とする自由意志によらざる退職を

義務付け、又は許容する制度はあたらない。 

 

 ④ 正当な理由に基づくこと 

   年齢以外に正当な理由がある場合には、年齢が解雇の要素の１つとなっていない限り好ましく
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ない労働者の解雇、懲戒は認められる。 

 ⑤ 労働長官が認めた場合 

   労働長官が公の利益のため必要かつ適切と考えるところに従い、合理的な例外を定めることが

できる。 

   〔具体例〕 

     長期失業者、身体障害者、少数集団の人々、高齢者、若年者など特別な雇用問題を有する

者の雇用を促進する為の給付金。 

 ハ 救済機関及びその権限 

   労働長官 

 ① 公正労働基準法の権限及び手続きに従って検査を行い、記録の保持を要請する。 

 ② 非公式に調停、相談、説得を行うことにより差別的行為であると申し立てられた行為を除去し、

この法律に自発的に従うよう要請する。 

 ③ 差別を受けた労働者に対する使用者の損害支払い義務について監視する。 

   労働者は、この支払いにつき自ら訴訟を提起できるが、文書による要求を労働長官に出したと

きは、長官は要求に係る金額の回復のための訴えを提起することができる。 

 ニ 苦情処理手続 

 ① 違法な差別を申し立てる告発が長官に提出されたとき、長官は、調停、相談、説得により非公

式に違法行為排除の努力をする。 

 ② 差別を受けた者は、法律上衡平法上の救済を裁判所に提起する（但し、告発が長官になされて

いるときは60日間は訴訟開始が不可）。 

 ③ 裁判所は、雇用、復職の促進を強制する判決、又は損害額の支払いを命ずる判決その他衡平法

上の救済を与える権限を有する。 

（3）改  正 

 イ 改正経緯 

   定年を設定すること自体を禁止する内容の改正案が民主党より提案され、1986年9月末に下院

で可決、10月17日には上院で可決され、1987年1月より施行されている。改正理由としては、いか

なる年齢（とりわけ高齢者）であろうとも生活の糧を得る権利は保証されるべきであり、それは

極めて重要な市民権であるとしている。 
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